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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第104期

第３四半期
連結累計期間

第105期
第３四半期
連結累計期間

第104期

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年12月31日

自 2021年４月１日
至 2021年12月31日

自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

営業収益 （百万円） 140,841 148,357 190,813

経常利益 （百万円） 1,196 7,999 1,854

親会社株主に帰属する四半期純利益又は

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純損失（△）

（百万円） △778 5,174 △1,861

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,384 5,255 4,559

純資産額 （百万円） 255,398 260,378 258,569

総資産額 （百万円） 984,366 924,120 962,229

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失金額（△）
（円） △6.87 45.68 △16.44

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 24.8 26.9 25.6

 

 
回次
 

第104期
第３四半期
連結会計期間

第105期
第３四半期
連結会計期間

 
会計期間

 

自 2020年10月１日
至 2020年12月31日

自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 9.94 31.67

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首

から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等につい

ては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）財政状態及び経営成績の状況

ａ．財政状態

資産の部では、高石市内連続立体交差化工事（上り線）の竣工に伴う固定資産の圧縮記帳等により、前連結会計

年度末に比べ381億９百万円減少の9,241億20百万円となりました。

負債の部では、高石市内連続立体交差化工事（上り線）の竣工に伴う流動負債その他の減少や有利子負債残高の

減少等により、前連結会計年度末に比べ399億18百万円減少の6,637億41百万円となりました。

純資産の部では、剰余金の配当による減少があったものの、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上による増

加があったこと等により、前連結会計年度末に比べ18億９百万円増加の2,603億78百万円となりました。

また、自己資本比率は前連結会計年度末比で1.3ポイント上昇し、26.9％となりました。
 

ｂ．経営成績

当第３四半期連結累計期間の業績は、運輸業における輸送人員の増加や「収益認識に関する会計基準」（企業会

計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等の適用による増収等により、営業収益は

1,483億57百万円（前年同期は営業収益1,408億41百万円）となり、運輸業における損失幅の縮小等により営業利益

は98億62百万円（前年同期は営業利益40億88百万円）、経常利益は79億99百万円（前年同期は経常利益11億96百万

円）、親会社株主に帰属する四半期純利益は51億74百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失７億78

百万円）となりました。

なお、収益認識会計基準等を第１四半期連結会計期間の期首から適用しており、財政状態及び経営成績に影響を

及ぼしております。そのため、経営成績に関する説明においては、対前年同期増減率を記載しておりません。詳細

は、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項(会計方針の変更)」に記載のとおりであります。
 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。
 

① 運輸業

運輸業は、依然として新型コロナウイルス感染症の影響による外出自粛やインバウンド需要の落ち込みが続くも

のの、鉄道事業やバス事業において前年同期と比べ輸送人員が増加したことや、収益認識会計基準等の適用に伴い

貨物運送業の収益を総額で認識したこと等により、営業収益は613億26百万円（前年同期は営業収益488億４百万

円）となり、営業損失は51億12百万円（前年同期は営業損失104億94百万円）となりました。
 

（参考）提出会社の鉄道旅客収入及び輸送人員表

 

前第３四半期連結累計期間

（自 2020年４月１日

至 2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間

（自 2021年４月１日

至 2021年12月31日）

増減率

旅

客

収

入

 百万円 百万円 ％

定期外 13,780 15,328 11.2

定 期 14,042 14,049 0.1

合 計 27,822 29,378 5.6

輸

送

人

員

 千人 千人 ％

定期外 44,964 49,230 9.5

定 期 89,725 89,608 △0.1

合 計 134,689 138,838 3.1

（注）１．輸送人員は千人未満を四捨五入で表示しております。

２．当第３四半期連結累計期間に係る各数値については、収益認識会計基準等を適用した後の数値となっ

ております。

② 不動産業

不動産業は、不動産賃貸業において収益認識会計基準等の適用に伴いテナントから収受する水道光熱費収入を総

額で認識したことや、不動産販売業における増収等により、営業収益は328億44百万円（前年同期は営業収益306億

44百万円）となったものの、不動産賃貸業において工事負担金収入が減少したこと等により営業利益は98億38百万

円（前年同期は営業利益102億66百万円）となりました。
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③ 流通業

流通業は、収益認識会計基準等の適用に伴い消化仕入に係る収益を純額で認識したことや、ショッピングセン

ターの経営において緊急事態宣言の発出に伴い商業施設（なんばパークス、なんばCITY等）を臨時休館したこと等

により、営業収益は164億９百万円（前年同期は営業収益189億63百万円）となり、営業利益は10億40百万円（前年

同期は営業利益15億91百万円）となりました。
 

④ レジャー・サービス業

レジャー・サービス業は、ビル管理メンテナンス業において設備工事収入が増加したこと等により、営業収益は

272億80百万円（前年同期は営業収益246億52百万円）となり、営業利益は27億49百万円（前年同期は営業利益15億

17百万円）となりました。
 

⑤ 建設業

建設業の営業収益は、完成工事高の減少等により、275億69百万円（前年同期は営業収益326億21百万円）となった

ものの、利益率の改善等により営業利益は11億39百万円（前年同期は営業利益７億68百万円）となりました。

 

⑥ その他の事業

その他の事業の営業収益は16億９百万円（前年同期は営業収益19億65百万円）となり、営業利益は２百万円（前

年同期は営業利益１億15百万円）となりました。
 
（２）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。
 
（３）経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。
 
（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。
 
（５）財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当第３四半期連結累計期間において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

について重要な変更はありません。
 
（６）研究開発活動

特記すべき事項はありません。
 
（７）資本の財源及び資金の流動性に係る情報

ａ．資金調達の方法及び状況

資金調達につきましては、鉄道事業等における設備投資に対する㈱日本政策投資銀行からの借入金のほか、社債

及び金融機関からの借入金など、市場の環境や金利の動向等を総合的に勘案したうえで決定しております。

また、資金調達手法の一つとして複数の金融機関との間でコミットメントライン契約を締結しております。

さらに、当社グループの資金効率向上のため、キャッシュマネジメントシステム(CMS)を導入し、極力グループ

内資金を有効活用する仕組みを構築しております。

このほか、大規模自然災害等が発生した場合の対処として、震災対応型コミットメントライン契約を締結してお

ります。
 

ｂ．資金需要の動向

「南海グループ経営ビジョン2027」達成に向けた10年間（2018年度～2027年度）は、基本的には営業キャッ

シュ・フローを成長投資に優先配分し、収益力向上を通じた財務体質の強化をめざすこととしておりますが、足元

は新型コロナウイルス感染拡大を受け、コスト削減を徹底するとともに、事態収束に目途がつくまでの間、安全

性・緊急性を判断した上で設備投資の抑制に努めております。

配当の基本方針は、長期にわたる安定的な経営基盤の確保と財務体質の強化に努めつつ、収益のさらなる向上を

はかることにより安定的な配当を実施することとしております。なお、内部留保資金は、鉄道事業の安全対策を中

心とする設備投資のほか、当社グループの持続的な成長のための投資、財務体質の強化等に充当する考えでありま

す。
 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 320,000,000

計 320,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2021年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2022年２月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 113,402,446 113,402,446
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数
100株

計 113,402,446 113,402,446 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2021年10月１日～

2021年12月31日
－ 113,402 － 72,983 － 25,179

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

     当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2021年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

    （2021年９月30日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 68,500

完全議決権株式（その他） 普通株式 112,872,400 1,128,724 －

単元未満株式 普通株式 461,546 －
一単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数  113,402,446 － －

総株主の議決権  － 1,128,724 －

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、

それぞれ2,600株（議決権の数26個）及び90株含まれております。

     ２．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、役員向け株式報酬として株式交付信託が所有する当社株

           式55,700株（議決権の数557個）が含まれております。

       ３．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式54株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    （2021年９月30日現在）

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）      

南海電気鉄道株式会社
大阪市中央区難波

五丁目１番60号
68,500 － 68,500 0.06

計 － 68,500 － 68,500 0.06

 （注）１．株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が800株（議決権の数８個）あ

           ります。なお、当該株式数は、上記①の「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に含めておりま

           す。

       ２．役員向け株式報酬として株式交付信託が所有する当社株式55,700株は、上記自己保有株式には含まれており

           ません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】
１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 41,856 39,117

受取手形及び売掛金 26,133 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 23,444

商品及び製品 16,459 15,575

仕掛品 541 1,270

原材料及び貯蔵品 2,851 2,954

その他 13,368 8,086

貸倒引当金 △141 △151

流動資産合計 101,068 90,297

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 368,544 361,577

土地 361,396 363,698

建設仮勘定 39,715 19,320

その他（純額） 35,637 32,225

有形固定資産合計 ※１ 805,293 ※１ 776,821

無形固定資産 11,130 10,093

投資その他の資産   

投資有価証券 31,025 33,316

退職給付に係る資産 1,831 1,931

その他 12,276 12,040

貸倒引当金 △396 △381

投資その他の資産合計 44,737 46,906

固定資産合計 861,161 833,822

資産合計 962,229 924,120
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 20,665 17,287

短期借入金 85,777 96,811

未払法人税等 2,102 1,213

賞与引当金 2,413 709

完成工事補償引当金 1,573 1,482

その他 59,080 39,462

流動負債合計 171,613 156,966

固定負債   

社債 130,000 130,000

長期借入金 290,698 265,271

退職給付に係る負債 18,128 18,405

その他 93,220 93,096

固定負債合計 532,046 506,774

負債合計 703,660 663,741

純資産の部   

株主資本   

資本金 72,983 72,983

資本剰余金 28,139 28,139

利益剰余金 102,427 103,084

自己株式 △351 △335

株主資本合計 203,198 203,871

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 8,758 9,009

繰延ヘッジ損益 － △0

土地再評価差額金 33,393 34,450

退職給付に係る調整累計額 1,149 922

その他の包括利益累計額合計 43,300 44,382

非支配株主持分 12,069 12,124

純資産合計 258,569 260,378

負債純資産合計 962,229 924,120
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

営業収益 140,841 148,357

営業費   

運輸業等営業費及び売上原価 131,663 133,515

販売費及び一般管理費 5,089 4,979

営業費合計 136,752 138,494

営業利益 4,088 9,862

営業外収益   

受取利息 13 13

受取配当金 708 763

雑収入 573 577

営業外収益合計 1,294 1,353

営業外費用   

支払利息 3,141 2,904

雑支出 1,045 312

営業外費用合計 4,186 3,216

経常利益 1,196 7,999

特別利益   

工事負担金等受入額 33 22,741

補助金 193 195

その他 144 1,128

特別利益合計 371 24,065

特別損失   

工事負担金等圧縮額 30 22,737

新型コロナウイルス感染症による損失 ※１ 444 ※１ 629

建替関連損失 ※２ 1,070 ※２ 338

その他 106 516

特別損失合計 1,651 24,222

税金等調整前四半期純利益又は

税金等調整前四半期純損失（△）
△83 7,842

法人税、住民税及び事業税 1,701 2,063

法人税等調整額 △877 551

法人税等合計 823 2,614

四半期純利益又は四半期純損失（△） △907 5,227

非支配株主に帰属する四半期純利益又は

非支配株主に帰属する四半期純損失（△）
△128 53

親会社株主に帰属する四半期純利益又は

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）
△778 5,174
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △907 5,227

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 2,253 263

繰延ヘッジ損益 △0 △0

退職給付に係る調整額 39 △235

その他の包括利益合計 2,291 27

四半期包括利益 1,384 5,255

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,504 5,198

非支配株主に係る四半期包括利益 △120 57
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

収益認識会計基準等の適用による主な変更点は以下のとおりです。

 

１．本人取引に係る収益認識

貨物運送業及びテナントから収受する水道光熱費に係る一部の取引について、従来は、顧客から受け取る対価

から仕入先に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しておりましたが、顧客への財又はサービスの提供に

おける役割（本人又は代理人）を判断した結果、顧客から受け取る対価の総額で収益を認識する方法に変更して

おります。

 

２．代理人取引に係る収益認識

消化仕入に係る収益について、従来は、顧客から受け取る対価の総額で収益を認識しておりましたが、顧客へ

の財又はサービスの提供における役割（本人又は代理人）を判断した結果、顧客から受け取る対価の総額から仕

入先に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識する方法に変更しております。

 

３．定期旅客収入に係る収益認識

鉄道事業における定期旅客収入について、従来は、発売日を起点とした月割で収益を認識しておりましたが、

有効期間の開始日を起点とした日割で収益を認識する方法に変更しております。

 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の営業収益は9,393百万円、営業費は9,344百万円それぞれ増加し、営業利

益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ48百万円増加しております。また、利益剰余金の当期首残

高は627百万円減少しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示するこ

とといたしました。なお、収益認識会計基準第89－２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度につい

て新たな表示方法により組替えを行っておりません。

さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28－15項に定める経

過的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載して

おりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。

これにより、その他有価証券のうち市場価格のある株式については、原則として、各四半期連結会計期間末月

１ヵ月平均に基づいた市場価格等により評価しておりましたが、第１四半期連結会計期間末より各四半期連結会計

期間末日の市場価格により評価しております。

 

（追加情報）

（連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用）

当社及び一部の国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設

されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目

については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応

報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正

前の税法の規定に基づいております。
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（会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定）

当第３四半期連結累計期間においては、前事業年度の有価証券報告書の（重要な会計上の見積り）に記載した新

型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定について重要な変更はありません。

 

（新型コロナウイルス感染症に関するその他の事項）

新型コロナウイルス感染症の影響に伴い受給した雇用調整助成金712百万円を営業費から控除しております。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．工事負担金等圧縮累計額

前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2021年12月31日）

128,815百万円 151,551百万円

 

２．保証債務

連結会社以外の会社の借入金等について債務保証を行っております。

前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2021年12月31日）

関西高速鉄道株式会社（注） 63,229百万円 関西高速鉄道株式会社（注） 62,969百万円

その他 11 〃 その他 392 〃

計 63,240 〃 計 63,361 〃

（注）なにわ筋線整備を目的とする借入金に係る債務保証であります。
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（四半期連結損益計算書関係）

※１．新型コロナウイルス感染症による損失

前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

緊急事態宣言の発出に伴う商業施設の臨時休館期間中に発生した固定費(主に減価償却費)等を計上しております。

 

当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

緊急事態宣言の発出に伴う商業施設の臨時休館期間中に発生した固定費(主に減価償却費)等を計上しております。

 

※２．建替関連損失

前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

建物等の建替えに伴い発生した損失及び合理的に見積った損失見込額を計上しております。

 

当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

建物等の建替えに伴い発生した損失を計上しております。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年12月31日）

減価償却費 21,910百万円 21,365百万円

のれんの償却額 212 〃 173 〃

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月18日

定時株主総会
普通株式 1,983百万円 17.50円 2020年３月31日 2020年６月19日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、役員向け株式報酬として株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金１百万円が含ま

れております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月25日

定時株主総会
普通株式 2,833百万円 25.00円 2021年３月31日 2021年６月28日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、役員向け株式報酬として株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金１百万円が含ま

れております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年12月31日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 運輸業 不動産業 流通業
レジャー・

サービス業
建設業

その他の

事業
合計

調整額

(注)１

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)２

営業収益          

外部顧客への営業収益 47,997 29,916 18,578 17,071 27,156 121 140,841 － 140,841

セグメント間の内部

営業収益又は振替高
806 728 385 7,581 5,464 1,843 16,810 △16,810 －

計 48,804 30,644 18,963 24,652 32,621 1,965 157,651 △16,810 140,841

セグメント利益

又は損失（△）
△10,494 10,266 1,591 1,517 768 115 3,764 323 4,088

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年12月31日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 運輸業 不動産業 流通業
レジャー・

サービス業
建設業

その他の

事業
合計

調整額

(注)１

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)２

営業収益          

外部顧客への営業収益 60,492 31,819 16,022 18,821 21,029 172 148,357 － 148,357

セグメント間の内部

営業収益又は振替高
834 1,024 387 8,459 6,540 1,436 18,682 △18,682 －

計 61,326 32,844 16,409 27,280 27,569 1,609 167,039 △18,682 148,357

セグメント利益

又は損失（△）
△5,112 9,838 1,040 2,749 1,139 2 9,657 205 9,862

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から「収益認識に関する会計基準」(企業会計

基準第29号 2020年３月31日）等を適用し、収益認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利

益又は損失の測定方法を同様に変更しております。

この結果、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間における報告セグメントごとの営業収益は、運輸業

で9,131百万円増加、不動産業で1,108百万円増加、流通業で1,477百万円減少、レジャー・サービス業で663百万円

増加しております。また、セグメント利益は、不動産業で90百万円減少、流通業で43百万円減少、レジャー・サー

ビス業で０百万円増加しており、セグメント損失は、運輸業で181百万円減少しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を財又はサ－ビスの種類別に分解した情報は、以下のとおりであります。

 

当第３四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年12月31日）

       （単位：百万円）

 

報告セグメント

調整額 合計
運輸業 不動産業 流通業

レジャ－・

サ－ビス業
建設業

その他の

事業

営業収益         

鉄道事業 36,098 － － － － － － 36,098

バス事業 10,726 － － － － － － 10,726

その他の運輸業 17,399 － － － － － － 17,399

不動産賃貸業 － 1,950 － － － － － 1,950

不動産販売業 － 8,056 － － － － － 8,056

ショッピングセンターの経営 － － 2,305 － － － － 2,305

駅ビジネス事業 － － 5,902 － － － － 5,902

その他の流通業 － － 466 － － － － 466

ビル管理メンテナンス業 － － － 16,434 － － － 16,434

その他のレジャー・サービス業 － － － 8,171 － － － 8,171

建設業 － － － － 27,393 － － 27,393

その他の事業 － － － － － 1,616 － 1,616

内部取引消去 △4,288 △339 △217 △389 △11 △6 △18,042 △23,296

顧客との契約から生じる収益 59,936 9,666 8,456 24,215 27,382 1,609 △18,042 113,225

その他の収益 1,390 23,177 7,952 3,064 187 － △640 35,131

計 61,326 32,844 16,409 27,280 27,569 1,609 △18,682 148,357
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  
前第３四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
 △６円87銭 45円68銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）
（百万円） △778 5,174

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額又は

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純損失金額（△）

（百万円） △778 5,174

普通株式の期中平均株式数 （千株） 113,272 113,274

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．役員向け株式報酬として株式交付信託が保有する当社株式を、１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四

半期純損失金額（△）の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（前第３

四半期連結累計期間65千株、当第３四半期連結累計期間60千株）。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年２月９日

南海電気鉄道株式会社

取締役会 御中

 

有限責任 あずさ監査法人

大阪事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 近藤 康仁

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 北村 圭子

 

監査人の結論
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている南海電気鉄道株

式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021年
12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す
なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを
行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、南海電気鉄道株式会社及び連結子会社の2021年12月31日現在の財政状
態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要
な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入
手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続
企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー
手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ
れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当
と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない
かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に
おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注
記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい
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る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企
業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成
基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財
務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信
じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査
人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監
査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事
項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて
いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

 （注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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